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Thisstudydealswithextensiveplanningformediumandsma]lmunicipalitiesin
localareasofJapanPoliciesforvitalizinglocalareaSregionalplanningand
urbanplanningare，ａｔfirst，examinedinrelationtomediumandsmall、unicipalities
ltwasfoundthatmanypolicieshavefailedsincecentralgovernmentdesignedthem
withoutcertainknowledgeoflocalgovernments，needs・Alsqwider-areamunicipal
spheres,０neofthesiginificantextensiveplanningsysteminJapanhasnotbeen
effectiveenoughbecauseitwasjustamixtureoflocalgovemments,comprehensive
plnas
TheGreaterVancouverRegionalDistrict(GVRD）ofCanadaisprobedthoroughlysincｅ
ｉｔｃｏｕｌｄｂｅｔｈｅｂｅｓｔａｎｄａｄｖａｎｃｅｄｍｏdelforextensiveplanningformediumandsmall
municipalities・ExperiencesofGVRDsuggestthatindependentorganizationwith
revenuesourcesandauthoritytoexecuteextensiveplansisneeded
ThenextensiveplanningandstructureofHokurikuRegion（Toyama・Ishikawaand
FukuiPrefectures）areexaminedByusingcommutingdataamongmunicipalitles・it
becameclearthatareasettingsofwider-areamunicipalspheresdonotcoincidewith
commutingzonesanymoreTherefore，paradigmshiftfromexistingextensiveplanning
formediumandsmallmunicipalitiesisneeded．
本研究では、わが国の地方都市における地域振興施策や広域計画について考察するとともに、
広域計画の先進的モデルとして、カナダ西海岸の中核都市であるバンクーバー市を中心とする広
域バンクーバー都市圏の調査、評価を行い、さらに、北陸三県（富山県、石川県、福井県）を対
象に広域市町村圏などの広域行政の実態と地域構造の変容を明らかにし、今後の地方中小都市の
広域的計画のあり方について考察した。
第１章地方中小都市に関する考察
本１章ではわが国における地域振興施策、広域行政、都市計画を地方中小都市との関係で考察
した。また、わが国の地方中小都市の都市計画のあり方を示すモデルとして、米国とシアトル市
での状況を検証した。その結果、次のＳ点が明らかとなった。
（１）戦後、わが国の国土政策は全国の均衡ある発展を目指して、四次にわたる全国総合開発
計画を策定し、その実現のために大都市以外を対象とする様々な地域振興施策を展開して
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きた。新産業都市・工業整備特別地域、テクノポリス構想、地方拠点都市地域などはいず
れも、地方の複数の自治体にまたがる地域指定を行うことから、地方の中小都市の育成に
とって重要な要因となるはずであった。しかし、地域振興施策が中央からの発想によるも
のであり、地域の実情に即していないという問題を内包し、また、経済・社会環境の変化
にそれら施策が順応できないという課題もあった。
(2)わが国の広域行政として、地方の自治体を対象とする広域市町村圏を検証した。中心都
市のサービスを周辺自治体も享受し、圏域が一体となった整備を目指したものであるが、
広域市町村圏計画自体の強制力がない、広域市町村圏は独自の財源を持たず事業の推進は
国などからの補助金に頼らざるを得ないなど、広域行政体と呼ぶにはあまりに脆弱な基盤
しか持たないものであった。
(3)わが国の都市計画は、全国の自治体が都市計画法という一つの法律によってコントロー
ルされている。そのため、従来、市町村の個性を発揮できない、戦略的な都市整備が困難
であるなどの問題が指摘されてきた。1992年に都市計画法の大改正があり、用途地域の細
分化、都市マスタープランの策定などが市町村に義務づけられた。しかし、現在、マスタ
ープラン策定途中の自治体が多いなど、当改正がどのような好影響を都市計画の遂行に与
えるのかは未知数である。近年の行政改革、地方分権の流れの中で、米国のように都市計
画における自治体の独自性が担保されなければ、旧来の中央によるコントロールという文
脈を大きく転換することは難しいものと考えられる。
第２章広域バンクーバー都市圏の考察
第２章では、先進諸国の異なるタイプの広域圏計画の事例として、１日西ドイツ、アメリカ合衆
国、カナダの概要を把握した。特に、わが国の広域圏計画のモデルとして、カナダ西海岸の広域
バンクーバー都市圏については、詳細な検証を行った。その結果、以下の結論を得ることができ
た。
（１）バンクーバー市のウエストエントＭＷＥ、WestEnd）地区に関する検証では、当地区の集
合住宅地形成を可能にした主な要因が次のように整理され、わが国の都市計画行政の今後
のあり方に示唆を与えるものである。すなわち、①カナダでは都市計画行政は自治体の裁
量に任されており、自治体独自のプランニングを戦略的に遂行できることが、ＷＥ地区に
おけるボーナス容積率と住戸密度制により社会計画にまで踏み込むことを可能とした。都
市計画における自治体の主体性の確立が、わが国でも望まれる。②一方、法的根拠を持つ
計画（ＯＤＰ、OfficialDevelopmentPlan）に示してある方針に開発行為は適合する必要
があり、計画に示されているコミュニティ形成の実現が法的に担保されている。さらに、
③住民参加のシステムは、効率的な計画遂行にとって重要なポイントである。計画策定に
当たっては、市と対象地域の市民が共に計画を立案していくシステムがとられ、ダウンゾ
ーニング等を可能にした。言い換えれば、市民との合意形成システムの導入によって、市
民の既得権を大幅に制限するようなドラスティックな都市計画手法の実施を可能にしたの
である。④米諸都市に見られるように、バンクーバー市のゾーニングも細分化されており、
用途別に詳細な規定が設けられている。1989年のＷＥ地区のゾーニング変更では、高齢者
住宅の付置義務も設けられるなど、ＯＤＰの役割を引き継いでいる部分があり、ゾーニン
グ自体に計画理念が反映されていると言えよう。
（２）広域バンクーバー都市圏（ＧＶＨＤ、GreaterVancouverRegionalDistrict）に関する
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考察では、広域バンクーバー都市圏が広域的な計画を進めるに当たって次のような利点を
持つことが明らかとなった。①地域計画の伝統と自治体間協力の長い歴史が、ＧＶＨＤと
自治体双方に高い問題解決能力を養ってきた。②当地域は豊かな自然環境に恵まれている
ことから、地域住民が当地域の環境を保全するという共通の問題意識を持ちやすかった。
③住民参加による計画策定が地域住民の参加意識を高め、また、地域の将来像を共有する
ことを可能とした。④住民参加の様々なプログラムを通して、当地域が将来的に直面する
であろう問題について、地域住民が共通認識を持つことができた。
(3)広域バンクーバー都市圏での住宅供給施策に関する考察の結果、連邦政府、州政府、地
域政府、地方自治体それぞれが住宅供給における役割を果たしており、特に州政府、地域
政府、地方自治体が主要な部分を担っていることが分かった。このため、地域の実状や特
性に応じた住宅供給策が可能となっており、地域政府と地方自治体の協力関係は示唆に富
んでいる。また、都市計画と住宅政策が別々に施行されるのではなく、両者がリンクされ、
ソーシャル・ミックス等による良好なコミュニティ形成等の目標を達成するため、都市計
画の手法が駆使されていることは、わが国の都市計画と住宅政策にとって参考となるとこ
ろが大きい。さらに、市町村の連携による広域的な地域づくりの重要性が指摘されている
わが国の都市及び地域計画にとって、①広域的な視点からの計画的な住宅供給、②地方自
治体の都市計画の主権と柔軟で機動的な計画手法の展開による多様な住宅供給が、財源的
裏付けを持つことによってその可能性を広げることが期待されることは、示唆するところ
が大きい。
第Ｓ章北陸における広域的計画
本章では、大都市圏の影響が少なく、各種の広域的行政制度指定地域をもつ北陸Ｓ県（富山県、
石川県、福井県）をとりあげ、その地域構造を分析することで、広域行政制度の圏域的な課題を
明らかにすることを目的に、北陸の広域的計画を概観したうえで、北陸の地域構造分析を行い両
者を比較した。その結果、次の点を明らかにすることができた。
（１）各県における県庁所在都市への一極集中が進行している。特に、人口や産業構造におい
てその点があきらかにみられた。それらの進行は、事業所の集中や道路整備率の向上とと
もに起こっていることが指摘された。
（２）北陸における広域的計画は、新産業都市地域（富山・高岡）、テクノポリス地域（富山）、
広域市町村圏、地方拠点都市地域など多数におよぶ。それらのプロジェクトが地域の成長
に及ぼす影響がうかがわれた。北陸では、とくに富山でのこれらの地域の成長がいちじる
しいが、それは中核となる先端技術産業の存在（医薬品）や、地域の環境条件に見合うプ
ロジェクトの推進が、成長の契機となっていることがわかった。また各圏域には、他の圏
域にくらぺ、強い分野や有利な分野をもっといった特性を保持しており、それらを活かし
た圏域間の役割分担などの必要性も明らかとなった。
（３）地域の都市システムが複雑化していることがわかった。通勤圏について検討したにすぎ
ないが、中心都市に周辺市町村が従属している比較的単純な構造から、近年は２重、Ｓ重
の複雑な都市システムを形成するようになっている。
（４）通勤圏が代表する地域圏は、県境を超えていない。その理由を明確にすることができな
かったため、次の課題として残されたが、これは、広域行政圏が県内に完結している制度
的条件を支持するものと思われる。しかしながら、大都市圏では、これとは逆に、通勤圏
は容易に県境を越えることが予想される。これらは、今後の研究に期したい。
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（５）地域の都市システムがきわめて複雑化していることは、広域行政圏が形骸化する危険性
をはらんでいると考えられる。県庁所在都市への－極集中とともに、都市システムが複雑
化していることによって、人口や面積などを目安に圏域が設定された広域行政圏の区域区
分が適切でなくなっていると考えられる。
結章
本研究では大都市における集積のメリットを享受することが少ない、三大都市圏以外の中小都
市の計画に焦点を当てた。
わが国の国土づくりは、戦後、一貫して政府主導の下に進められ、地方の実情に即した計画の
実施は十分でなかった。地方中小都市の計画の今後のあり方を考える時、一つにはそのようなス
キームの転換を図る必要がある。地方自治体における都市計画、広域計画の自立性が担保された
時に、地方中小都市が独自の地域づくりを進めることが可能となる。
本研究で取り上げたカナダの広域バンクーバー都市圏は、地方中小都市の広域的な計画のあり
方に多くを示唆している。また、1994年に創設された広域連合の制度が、一つのブレークスルー
となることが期待される。
学位論文審査結果の要旨
申請論文は，まず第一に，わが国における地域振興施策，広域行政，都市計画における地方中小都
市との関係を各種データから考察し，地域振興施策の課題，わが国の都市計画制度が内在する問題点
などを明らかにしている。第二に，わが国の広域圏計画のモデルとして，広域バンクーバー都市圏な
どについて詳細な検証を行っている。その中で，都市計画行政が自治体の裁量により，独自のプラン
ニングを行っていること，計画策定過程で充実した住民参加システムが存在することなどを明らかに
している。第三に，大都市圏の影響が少なく，各種の広域的行政制度指定地域をもつ北陸地方をとり
あげ，その地域構造を分析することで，広域行政制度の圏域的な課題を明らかにしている。具体的に
は，北陸の広域的計画を概観したうえで，通勤流動の分析により，北陸の地域構造分析を行い両者を
比較している。その結果，県庁所在都市への一極集中，地域の都市システムの複雑化，広域行政圏の
形骸化などを指摘している。最後に，研究成果の総括を行い，わが国における地方中小都市における
広域的計画の基本的なあり方について示し，それらを実現するための今後の研究課題について論じて
いる。
これらの研究により，学術上重要な知見が得られたうえ，その適用によって社会に貢献するところ
大である。よって，博士（学術）の学位に値するものと判定される。
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